（３－３）
臨床検査外部委託業務契約書（薬物検査）
委託者　地方独立行政法人大阪府立病院機構　大阪国際がんセンター（以下「甲」という。）と受託者　○○○○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により臨床検査外部委託業務（薬物検査）について単価契約を締結するものとする。

（契約の要領）

第１条　この契約の要領は、次のとおりとする。

(１) 契約金額　　金○○○○○円（但し、検査の実施数により変動する）
 (２) 検査項目    別紙参照
（３）契約期間　　令和３年１月１日から令和４年１２月３１日まで

(４) 納入場所　　地方独立行政法人大阪府立病院機構　大阪国際がんセンター
(５) 契約保証金　　納付又は免除
 (６) 業務内容　　仕様書のとおり
（総則）

第２条　乙は、信義に従って誠実に、この契約を履行しなければならならない。

２　この契約に定める請求、通知、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。

３　甲は、前条(1)に規定する検査項目について、随時、乙に発注するものとする。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第３条　乙は、この契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、日本国内に本店又は支店を有する金融機関（中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の２に規定する金融機関に限る。）及び信用保証協会に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。

（臨床検査結果の報告期限）

第４条　乙は、検査項目毎にあらかじめ定めた検査所要期間内に臨床検査を行うものとし、臨床検査結果は、速やかに書面で甲に報告するものとする。

２　乙は、甲が電子媒体での報告も必要とした結果報告には、書面以外に外部記憶装置等で報告を行うものとする。
（契約代金の請求及び支払）

第５条　乙は、第１条第１項第２号に規定する契約単価に検査終了かつ結果報告を行った検査件数を乗じて得た額に、消費税及び地方消費税を付加した金額（以下「契約代金」という。）を、毎月取りまとめて翌月甲に請求するものとする。

２　甲は、前項の規定による請求があったときは、乙から適法な請求書を受領した日が属する月の末日までに契約代金を乙に支払わなければならない。

３　甲は、自己の責めに帰する事由により、前項の期間内に契約代金を支払うことができないときは、前項の期間満了の日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該未払代金に対し、年５パーセントの率により計算した額の延滞利息を乙に支払うものとする。

４　甲は、第１項の請求書を受領した後、その請求書の内容の全部又は一部に瑕疵があることを発見したときは、その事由を明示して、その請求書を乙に返付することができる。このときは、当該請求書を返付した日から、甲が乙から是正した請求書を受領した日までの期間は、第２項の支払期間に算入しないものとする。ただし、その請求書の内容の瑕疵が、乙の故意又は重大な過失によるときは、その請求書の提出は無効とする。

（履行遅滞による遅滞料）

第６条　乙は、その責めに帰すべき理由により、報告期限内に検査結果を報告しないときは、報告期限到来の日の翌日から報告するまでの日数に応じ、契約代金（履行が可分の契約であるときは、履行遅滞となった部分の契約代金）につき、年３パーセントの割合で計算した額を遅滞料として甲に支払わなければならない。

２　前項の遅滞料徴収日数の計算については、検査に要した日数並びに乙の故意又は重大な過失によらない事由による日数は、算入しないものとする。

（甲の契約解除）

第７条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約の全部又は一部の解除をすることができる。

(1) 検査報告期限内に契約を履行しないとき又は履行の見込みがないとき。

(2) 乙からこの契約の解除の申し入れがあったとき。

(3) 乙がこの契約の条項に違反したとき。

(4) 甲が行う検査に際し、乙に詐欺その他の不正行為があったとき。

(5) 乙が故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。
(6)　第１７条第４項の規定により、甲から委任又は下請契約の解除を求められた場合において、乙がこの求めに応じなかったとき。
２　乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、契約単価に契約解除の日の直近の発注数量を乗じて得た金額に消費税及び地方消費税を付加した金額の１００分の５に相当する金額を違約金として甲に支払わなければならない。

３　前項の場合において、甲は、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。

４　前第２項の規定による違約金の支払いは、別に損害賠償の請求を妨げるものではない。

５　乙は、この契約により、甲に支払うべき債務が生じた場合において、その債務額を甲の指定する期限内に納付しないときは、指定期限日の翌日から納付の日までの日数に応じ債務額に対して年５パーセントの割合で算出した金額を遅滞料として併せて甲に納付しなければならない。
２　甲は、この契約に関し、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対し、書面をもって通告することにより、この契約を解除することができる。

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第８条の４第１項の規定による必要な措置を命ぜられたとき。 

(2) 独占禁止法第７条第１項若しくは第２項（独占禁止法第８条の２第２項及び第２０条第２項において準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第１７条の２又は第２０条第１項の規定による排除措置命令（以下｢排除措置命令｣という。）を受けたとき。

(3) 独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び独占禁止法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令（以下｢納付命令｣とい

う。）を受けたとき、又は同法第７条の２第１項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同条第１０項の規定により納付命令を受けなかったとき。 

(4) 刑法（明治４０年法律第45号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第３条の規定による刑の容疑により刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２４７条の規定に基づく公訴を提起されたとき（受注者の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む。

(5) 公正な競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した者に該当すると認められたとき。
(6) 第１７条第１項から第３項の規定に違反したとき。
(7) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代表するものをいう。）又は経営に事実上参加している者が暴力団員であると認められるとき。
(8) 役員等又は経営に事実上参加している者が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

(9) 役員等又は経営に事実上参加している者がいかなる名義をもってするかを問わず､暴力団又は暴力団員に対して､金銭､物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。

(10)役員等又は経営に事実上参加している者が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

(11)第１７条第１項の規定により第三者に委任し、又は請け負わせようとするときの契約又は資材､原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が（6）から（10）に規定する行為を行う者であると知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

３　乙は、前項の規定によりこの契約が解除されたときは、違約金として契約金額の100分の５に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。
（乙の契約解除）

第８条　乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約の全部又は一部の解除をすることができる。

(1) 甲がこの契約に違反し、その違反により乙が臨床検査が実施することが不可能となったとき。

(2) 天災その他自己の責めに帰することができない事由により、臨床検査の実施が不可能又は著しく困難となったとき。

（契約解除後の措置）

第９条　甲が、第７条第１項又は第７条の２第１項の規定によりこの契約を解除したときは、乙が臨床検査の結果の引渡しを完了した項目について、その代金を請求することができる。

２　前項の代金の請求及び支払に関しては、第５条の規定を適用するものとする。

（損害賠償）

第１０条　乙は、業務の実施に関し、自己又は従事者の故意又は過失により、甲又は第三者に対して損害を与えたときは、直ちに甲に報告し、かつ、甲又は第三者に対し、その損害を賠償しなければならない。ただし、天災その他自己の責めに帰することのできない事由により生じた損害については、この限りでない。

２　前項本文に規定する損害のうち、第三者に対する損害の発生に際し、甲にも過失が認められる場合においては、甲乙共同してその損害を賠償するものとし、その賠償に要する経費の負担割合は、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

３　甲は、第７条第１項の規定により契約を解除した場合において、これにより乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償金の額は、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

（契約の変更）

第１１条　この契約締結後、経済情勢や市況の変動により、契約単価又は契約条件が著しく不適当となったと認められるときは、甲乙協議の上、契約単価その他契約内容を変更することができる。
（秘密の保持等）

第１２条　乙は、委託業務の処理上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

２　乙は、甲が提供した検体について、契約目的以外に使用してはならない。

３　前二項の規定は、第１条第１項第４号に規定する契約期間（以下「契約期間」という。）終了後又はこの契約解除後においても、同様とする。

４　乙は、甲が提供した検体について、再検査を依頼する場合を除き、一定期間経過後に関係法令を遵守して適正に処理するものとする。

（個人情報の保護）
第１３条　乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（賠償額の予定等）

第１４条　乙は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、賠償金として、契約期間内における契約代金の総額の１００分の１０に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。委託業務が完了した後も同様とする。

(１)　乙に違反行為があったとして公正取引委員会が行った排除措置命令をしたとき。
(２)　乙に違反行為があったとして公正取引委員会が行った納付命令をしたとき又は独占禁止法第７条第２項第1項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同第１０項の規程により納付命令を受けなかったとき。
(３)　第７条の２第４号に規定する刑が確定したとき。 
(４)　第７条の２第１項第５号に該当したとき。
２　前項の場合において、甲に生じた実際の損害額が、この契約による契約期間内における契約金額の総額の１００分の１０に相当する額を超える場合には、乙は、超過額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。

（相殺）

第１５条　甲は、乙に対して有する金銭債権があるときは、乙が甲に対して有する保証金返還請求権、契約代金請求権及びその他の債権と相殺することができる。

２　前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、乙は、甲の指定する期間内に当該不足額を支払わなければならない。

（業務の引継ぎ）

第１６条　乙は、契約終了時には、業務の引継ぎが円滑に行われるよう誠実に対応しなければならない。

（再委託等の禁止及び誓約書の提出）

第１７条　乙は、この契約の履行について、原則乙が行うこと。ただし、第三者に委任し、又は請け負わせる場合は、事前に書面で甲に提出すること。
２　乙が前項ただし書きの規定により、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるときは、次の各号のとおりとする。

(１)　乙は、地方独立行政法人大阪府立病院機構又は大阪府から入札参加停止措置を受けている者（以下「入札参加停止措置」という。）（ただし、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをしたことにより入札参加停止措置を受けたものを除く）若しくは大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外の措置（以下「入札参加除外措置」という。）を受けている者又は第１８条第１項各号に該当する者を受任者又は下請負人としてはならない。

(２)　乙は、当該第三者の行為のすべてについて責任を負うものとする。

３　乙は、受任者又は下請負人が、大阪府暴力団排除条例（平成２２年大阪府条例58号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団密接関係者でないことを表明した誓約書を、それぞれから徴収し、甲に提出しなければならない。

４　甲は、乙が入札参加除外措置を受けた者又は第14条第１項各号に該当する者を受任者又は下請負人としている場合は、乙に対して、当該委任又は下請契約の解除を求めることができる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、乙が負うものとする。

（疑義等の決定）

第１８条　この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。
令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　　大阪市中央区大手前３丁目１番６９号
地方独立行政法人　大阪府立病院機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪国際がんセンター
総　長　　　松　浦　　成　昭

　　　　　　　　　　　　　　乙　　　受注者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
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